
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 12 諸収入 2 

計 1,222 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 1,210 0 

市長段階査定額 1,222 0 

0 

区　　分 本年度予算額 1,208 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】生活衛生係 0857-30-8083  
【１１次総の施策体系】3202 （実施計画関連事業） 
【事業の経過及び背景】 
　平成30年４月の中核市移行に伴い移譲された生活衛生関連法令の権限に基づき、各
種業 務を行っている。  
【事業の目的及び効果】 
　生活衛生関連施設の衛生水準の維持・向上を図るため、理容所、美容所、興行場、
旅館 及びホテル、公衆浴場、クリーニング所、特定建築物、住宅宿泊事業について、
各種法令 を基に営業許可・監視指導を行う。  
【事業の内容・実績】 
　① 各法令に基づく手続き対応 
　(届出・検査・確認)理容所・美容所・クリーニング所・特定建築物・住宅宿泊事業 
　(営業許可)旅館業・公衆浴場・興行場 
　② 監視指導の実施 
　③ 職員資質向上のための研修参加 

　監視・検査施設（東部） 
　　　　　　　旅館　 興行　浴場　理容所　美容所　ｸﾘｰﾆﾝｸﾞ　住宅宿泊事業 
  令和元年度　　28　　  1　   7　 　 23　　  77　　　 16　　         3 
　令和２年度　　15　　　0　　 5　 　 19      70        6             2 
　令和３年度　　11      0     1       1      12　　　　2　　　　　　 2 
　（R3.10.31時点）

【当該年度計画】
　・各法令に基づく手続き対応
　(届出・検査・確認)理容所・美容所・クリーニング所・特定建築物・住宅宿泊事業
　(営業許可)旅館業・公衆浴場・興行場
　・監視指導の実施

　※その他財源の手数料は、温泉利用許可手数料、建築物清掃業登録手数料、クリー
    ニング所検査手数料、その他各検査手数料
　※その他財源の諸収入は、中核市関連事務県負担金

款 衛生費

項 保健衛生費

目 予防費

前年度当初予算額 718 

本年度要求額 1,295 

総務部長段階査定額 1,222 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4

　会計名

予算書項目 生活衛生事務費 ページ 221 所　　属　　名

事業の概要

環００１ 項　　目　　名 生活衛生営業許可・監督指導事業費 新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 220 諸収入 0 

計 220 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 220 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】環境政策係 0857-30-8082 

【１１次総の施策体系】3202 （実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市自然保護及び環境保全条例に基づき、保護地区、保存樹木等について、昭和
53年から指定を行っており、現在26か所指定している。 

【事業の目的及び効果】 
　良好な自然環境の確保及び地域の美観風致を維持する。 

【事業の内容・実績】 
　・表示看板等の修繕取替 
　・指定保存樹木等管理謝礼（6,000円×26か所） 

　　令和元年度　　　　162千円 
　　令和２年度　　　1,815千円 
　　令和３年度　　　　220千円（見込）

【当該年度計画】
　・表示看板等の修繕取替
　・指定保存樹木等管理謝礼（6,000円×26か所）

款 衛生費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

前年度当初予算額 220 

本年度要求額 220 

総務部長段階査定額 220 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4

　会計名

予算書項目 樹木保全事業費 ページ 221 所　　属　　名

事業の概要

環００２ 項　　目　　名 名木・古木保存費 新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 675 諸収入 0 

計 850 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 175 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 850 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】環境政策係 0857-30-8082 

【１１次総の施策体系】3201 （実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】 
　未来を見据えた持続可能な環境保全に取り組むため、市民・事業者一人ひとりの環
境を 愛する心を育むことが強く求められている。第11次鳥取市総合計画及び第３期鳥
取市環境基本計画では、環境教育の推進を施策に掲げており、指標達成に向けて取り
組んでいく 。 

【事業の目的及び効果】 
　環境に関する理解を促進するため、家庭や事業者向けの環境教育の充実を図る。 ま
た、こどもエコクラブ全国事務局に登録している、こどもエコクラブが実施する環境
学習・活動に対して支援をすることにより、環境を大切にする心と行動力の育成を図
り、幼児から高校生、大人を含めた地域活動の活性化に資する。 

【事業の内容・実績】 
　○市民・事業者に向けた環境教育・啓発活動の一環として、環境に関係する講座や
　　研修 等のイベント開催・企画を委託する。≪令和３年度～≫ 
　○こどもエコクラブが行う環境学習・活動に対して、対象経費の一部を補助する。 
　・補助金額：会員及び登録サポーターの総数×500円（上限額15万円） 
　・補助対象経費：講師等への謝金及び旅費、メンバー等の旅費、消耗品費、印刷製
　　　　　　　　　本費、燃料費、通信運搬費、広告宣伝費、保険料、自動車･船舶借
　　　　　　　　　上料、会場･機器借上料及び会場設営費、施設の入場料、原材料費  

　　令和元年度　　　348千円 
　　令和２年度　　　285千円 
　　令和３年度　　　900千円（見込）

【当該年度計画】
　環境に関係する講座・研修等の開催・企画

款 衛生費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

前年度当初予算額 900 

本年度要求額 850 

総務部長段階査定額 850 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4

　会計名

予算書項目 環境基本計画推進費 ページ 221 所　　属　　名

事業の概要

環００３ 項　　目　　名 環境教育推進費 新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 22,411 諸収入 9,947 

計 32,358 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 9,947 0 

市長段階査定額 32,358 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084 

【１１次総の施策体系】3202 （実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市域及び県より事務委託を受けた東部四町域について、水質汚濁防止法・土壌
汚染 対策法等に基づく事務を行う。 

【事業の目的及び効果】 
　河川、湖沼及び地下水等の水質汚濁防止を図り、市民の健康を保護するとともに生
活環境保全のため、公共用水域の常時監視・事業場の立入検査を実施し、水環境を監
視する。 
　土壌汚染の状況を把握し、土壌汚染による健康被害を防止し、健康保護を図る。 

【事業の内容・実績】 
　① 公共用水域及び地下水の水質常時監視及びその結果の公表 
　② 事業場への立入検査（行政検査）の実施、助言及び指導 
  ③ 水質事故又は魚のへい死が発生した場合の対応及び原因調査 
　④ 土壌汚染対策法に係る届出の受理・審査 

　　令和元年度　（鳥取市域）21,618千円　（東部四町）8,354千円 
　　令和２年度　（鳥取市域）21,695千円　（東部四町）8,475千円　 
　　令和３年度　（鳥取市域）22,250千円　（東部四町）9,753千円　見込

【当該年度計画】
　・公共用水域及び地下水の水質常時監視・結果公表
　・事業場への立入検査（行政検査）、助言及び指導
　・水質事故又は魚のへい死が発生した場合の対応・原因調査
　・土壌汚染対策法に係る届出の受理・審査

　※その他財源の諸収入は、中核市関連事務県負担金　 

款 衛生費

項 保健衛生費

目 公害対策費

前年度当初予算額 32,112 

本年度要求額 33,211 

総務部長段階査定額 32,358 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4

　会計名

予算書項目 公害防止対策費 ページ 223 所　　属　　名

事業の概要

環００４ 項　　目　　名 水質・土壌対策費 新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,994 諸収入 0 

計 2,994 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,994 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084 

【１１次総の施策体系】3202 （実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市域及び、県より事務委託を受けた東部四町域について、騒音規制法・動規制
法 ・悪臭防止法に基づき事務を行う。 

【事業の目的及び効果】 
　各公害防止関係法令に基づき、公害発生の監視及び未然防止に努め、市民の快適な
生活 を守る。 

【事業の内容・実績】 
　・都市計画等に基づき規制する地域の指定及び規制基準の設定を行い公表する。 
　・自動車騒音の状況を測定し、結果を公表するとともに環境大臣へ報告する。 
　・悪臭測定（定期検査：特定悪臭物質・臭気指数、緊急時対応２回） 
　・苦情等による測定（騒音、振動） 
　・測定機器の保守管理 

　　令和元年度　（鳥取市域）　2,317千円 
　　　　　　　　（東部四町）　　682千円 
　　令和２年度　（鳥取市域）  1,979千円 
　　　　　　　　（東部四町）　　627千円 
　　令和３年度　（鳥取市域）  2,001千円（見込） 
　　　　　　　　（東部四町）　　590千円（見込）

【当該年度計画】
　・規制地域の指定及び規制基準の設定・公表
　・自動車騒音の測定・公表・環境大臣への報告
　・悪臭測定（定期検査：特定悪臭物質・臭気指数、緊急時対応２回）
　・苦情等による測定（騒音、振動）
　・測定機器の保守管理

款 衛生費

項 保健衛生費

目 公害対策費

前年度当初予算額 3,632 

本年度要求額 3,313 

総務部長段階査定額 2,994 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4

　会計名

予算書項目 公害防止対策費 ページ 223 所　　属　　名

事業の概要

環００５ 項　　目　　名 騒音・振動・悪臭対策費 新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 15,252 諸収入 0 

計 15,252 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 15,252 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084　 

【１１次総の施策体系】3202 （実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】 
　平成30年４月に中核市へ移行。大気汚染防止法の規定により、中核市の長が行う業
務 （大気汚染物質の常時監視、行政検査等）を適正に実施する。 

【事業の目的及び効果】 
　大気汚染防止法に基づき、環境の汚染の防止又はその除去等に関する施策を実施す
る。 

【事業の内容・実績】 
　大気汚染防止法第22条に基づき、大気中の二酸化いおう等の大気汚染物質の常時監
視 を実施する。 
　測定局に設置された自動測定器等の性能を維持するため、定期点検（部品交換等）
及び 日常管理（清掃、消耗品交換等）を実施する。また、大気汚染防止法に基づく立
入検査の 一環として、ばい煙発生施設等から排出される物質を測定する。 

　　令和元年度　　16,433千円 
　　令和２年度　　15,374千円 
　　令和３年度　　22,963千円（見込）

【当該年度計画】
　・大気汚染防止法に基づく大気汚染物質の常時監視
　・大気汚染防止法に基づく立入検査
　・測定局の自動測定器等の定期点検（部品交換等）及び日常管理（清掃、消耗品交
　　換等）

款 衛生費

項 保健衛生費

目 公害対策費

前年度当初予算額 22,963 

本年度要求額 15,618 

総務部長段階査定額 15,252 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4

　会計名

予算書項目 公害防止対策費 ページ 223 所　　属　　名

事業の概要

環００６ 項　　目　　名 大気汚染物質調査事業費 新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,734 諸収入 0 

計 5,919 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 185 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 5,919 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】環境保全係 0857-30-8084 

【１１次総の施策体系】3202 

【事業の経過及び背景】 
　県・市は湖山池の環境改善に向けて、一層の取組を検討するため「湖山池会議」を
設置した。 
　① より良い湖山池をめざすための「湖山池将来ビジョン」を策定。 
　② 湖山池の水を利用しないことを前提とした畑作営農への転換に合意。 
　③ 平成24年３月に湖山川水門を開放し、高塩分化の取組を開始。その結果、アオコ
　　 やヒシの発生は抑制された。 

【事業の目的及び効果】 
　１ 巡視員を設置し、水質の監視を行う。 
　２ 塩分濃度変化に伴ってモニタリングを行い、対策・効果評価時の基礎資料とす
　　る。 
　３ 湖山池アダプトプログラムによる清掃活動実施、市民と湖山池の環境保全を図
　　る。 

【事業の内容・実績】 
　・巡視員によるパトロール 
　・高塩分化に伴う各種環境モニタリングの実施 
　・モニタリング結果の意見、助言をいただくモニタリング委員会の開催 
　・アダプトプログラム制度導入による湖山池の環境保全の推進 

　　令和元年度　　2,745千円 
　　令和２年度　　2,494千円 
　　令和３年度　　6,286千円（見込）

款 衛生費

項 保健衛生費

目 公害対策費

前年度当初予算額 6,286 

本年度要求額 5,919 

総務部長段階査定額 5,919 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
生活環境課年度 R4

　会計名

予算書項目 湖山池浄化対策費 ページ 223 所　　属　　名

事業の概要

環００７ 項　　目　　名 湖山池浄化対策費 新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 8,041 諸収入 1,532 

計 12,006 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 3,965 0 

市長段階査定額 12,006 0 

0 

区　　分 本年度予算額 2,433 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】指導係・審査係 0857-30-8092・8093 

【１１次総の施策体系】3202 

【事業の経過及び背景】 
　平成30年4月の中核市移行に伴い、廃棄物処理法をはじめとする産業廃棄物適正処理
推 進に係る各種法令の権限が移譲された。これに伴い、設置許可等の審査、処理業者
に対す る適正処理の指導、施設への立入検査など、法に基づく各種業務を行ってい
る。 

【事業の目的及び効果】 
　産業廃棄物の適正処理を推進するため、廃棄物処理法に基づき処理施設等への立入
検査 を行うとともに、排出事業者や廃棄物処理業者に対して指導を行う。 

【事業の内容・実績】 
　① 排出事業者に対する廃棄物減量・リサイクルの推進 
　② 廃棄物処理業者に対する指導の徹底　…　法令による規制の徹底 
　　（設置に係る審査・助言指導、業の許可、立入検査、維持管理状況検査、排水等
　　　の検査）

　産廃施設等への立入検査 
　令和元年度　　428件 
　令和２年度　　706件 
　令和３年度　　300件（見込）

　※その他財源の手数料は、産業廃棄物関係許可・登録手数料
　※その他財源の諸収入は、中核市関連事務県負担金

款 衛生費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

前年度当初予算額 11,051 

本年度要求額 13,452 

総務部長段階査定額 12,006 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 産業廃棄物対策費 ページ 223 所　　属　　名

環００８ 項　　目　　名 産業廃棄物適正処理推進事業費 新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,609 諸収入 3,238 

計 4,847 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 3,238 0 

市長段階査定額 4,847 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-30-8092 

【１１次総の施策体系】3202 

【事業の経過及び背景】 
　不法投棄対策を効果的に実施するため、関係団体と連携を強化し取り組んでいくこ
とが 必要である。また、不法投棄の拡大・再発防止のため、早期撤去及び警戒監視、
監視カメ ラの活用・設置、関係団体との合同パトロールなどの監視活動の強化の必要
性が高まって いる。 

【事業の目的及び効果】 
　不法投棄及び廃棄物の不適正処理の監視・指導のための人員配置や監視・警報装置
の設 置、自治体・警察などの関係機関や住民と連携した活動を行うことにより、不法
投棄事案 の未然防止及び解決を図る。 

【事業の内容・実績】 
　① 不法投棄対策に係る体制構築 
　　指導員配置（警察官OB）、監視カメラ設置、連絡協議会開催、関係機関との情報
　共有 
　② 監視・啓発活動 
　　関係機関との合同パトロール、官民共同による監視活動、普及啓発 

　不法投棄発見件数（東部） 
　令和元年度　41件 
　令和２年度　47件 
　令和３年度　45件（見込）

　※その他財源の諸収入は、中核市関連事務県負担金

款 衛生費

項 保健衛生費

目 環境衛生費

前年度当初予算額 4,942 

本年度要求額 5,104 

総務部長段階査定額 4,847 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 産業廃棄物対策費 ページ 223 所　　属　　名

環００９ 項　　目　　名 廃棄物不法投棄対策強化事業費 新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 104,865 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 104,865 0 

市長段階査定額 104,865 0 

0 

区　　分 本年度予算額 104,865 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 

【１１次総の施策体系】3201 

【事業の経過と背景】 
　ごみの減量化を推進するため、平成19年10月から家庭ごみの有料化を実施してい
る。 

【事業の目的及び効果】 
　家庭ごみ有料化制度を通して、市民一人ひとりがごみ処理に要する経費やごみの分
別、減量化に対する問題意識を持つことで、ごみの発生抑制・減量化、及びリユー
ス・リサイ クルを実践する循環型社会を形成、促進する。 

【事業の内容・実績】 
　○家庭ごみ有料指定袋の作成（可燃ごみ ４種、プラスチックごみ ３種） 
　○分別ガイド、ポスターの作成、配布 
　　令和４年度は新可燃物処理施設「リンピアいなば」の本稼働を踏まえた分別ガイ
　　ドの 改訂を行い、全戸配布を行う。（前回は平成27年度）。
　　　・全戸配布用　　　　　各65,000部 
　　　・転入者等随時配布用　各10,000部 
　○ごみ処理手数料の使途 
　　ごみの減量化・再資源化の関連施策及び環境施策の経費に充てる。 
　　（主な充当先） 
　　　・家庭ごみ有料化事業 　　　　　　・再資源化等推進事業 
　　　・生ごみ処理機器購入補助金事業 　・資源ごみ収集事業 
　　　・ごみ減量化推進事業　等 
　○一人一日当たりのごみ総排出量　（　）内は一人一日当たりの家庭ごみ排出量 
　　令和元年度　　　　　　 875ｇ（488ｇ） 
　  令和２年度　　　　　　 859ｇ（503ｇ） 
    令和３年度（見込）　   878ｇ（511ｇ）

　※その他財源の手数料は、家庭系ごみ処理手数料

款 衛生費

項 清掃費

目 清掃総務費

前年度当初予算額 100,664 

本年度要求額 104,865 

総務部長段階査定額 104,865 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 ごみの減量化及び再資源化対策費 ページ 229 所　　属　　名

環０１０ 項　　目　　名 家庭ごみ有料化事業費 新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 542 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 210 0 

その他 332 0 

市長段階査定額 542 0 

0 

区　　分 本年度予算額 332 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 
【１１次総の施策体系】3201 （実施計画関連事業）
【事業の経過及び背景】 
　可燃ごみの大部分を占める生ごみの減量化施策として、家庭用生ごみ堆肥化 容器等
の購入に対して補助を行っている。令和３年度から補助対象項目を拡充し、更なるご
みの減量化を目指している。 加えて堆肥化やごみ減量に関する講習会を実施し、ごみ
の減量意識を高めるよう取り組んでいる。 
　事業所ごみについては、ごみ減量等推進優良事業所認定制度のほか、分別・リサイ
クル・ごみの減量等について事業所に説明やチラシの配付を行い啓発を図っている。 

【事業の目的及び効果】 
　ごみ減量のキーワード「４Ｒ（リフューズ、リデュース、リユース、リサイク
ル）」を市民および事業者に浸透させ、ごみの減量化を推し進める。 

【事業の内容・実績】 
　① 事業所ごみ減量化の取組 
　ごみ減量等推進優良事業所認定制度の実施、事業所ごみの手引きの作成、チラシ等
による啓発、食品衛生責任者講習会での ごみ減量の呼びかけ。 
　② ごみ減量推進事業 
　・生ごみ堆肥化に取り組む家庭に対し、生ごみ堆肥化容器及び基材の購入費を一部
　　補助。 
　・段ボールコンポストの作り方や施設見学など「４Ｒ」についての講習会を実施。  
（生ごみ堆肥化容器等購入補助の実績） 
　　令和元年度　　　　　　25件（ 55千円 ）
　　令和２年度　　　　　　39件（ 80千円） 
　　令和３年度（見込）　　40件（100千円）

【当該年度計画】
　・啓発の実施（段ボールコンポスト講習会５回、うち２回は施設見学を予定）
　・家庭用生ごみ堆肥化容器等購入費補助事業の実施
　　　（補助件数計画：44件、補助額：計120千円）

　※その他財源の手数料は、家庭系ごみ処理手数料

款 衛生費

項 清掃費

目 清掃総務費

前年度当初予算額 508 

本年度要求額 592 

総務部長段階査定額 542 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 ごみの減量化及び再資源化対策費 ページ 229 所　　属　　名

環０１１ 項　　目　　名 ごみ減量化推進事業費 新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,924 諸収入 0 

計 2,924 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,924 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 

【１１次総の施策体系】3201 

【事業の経過及び背景】 
　高齢化社会や核家族化の進行に伴い、近年、ごみ出しが困難な世帯が増加してき
た。そ のため、平成23年度から鳥取地域で選定した１地域で試験的にふれあい収集を
開始し、そ の後、段階的に対象地域を拡大、平成29年度には市内全域を対象として制
度化した。 
　今後の事業実施にあたっては、既存の福祉サービスとの関係や対象者の明確化、ご
み収 集運搬委託業者との調整など、問題点の検討を行いながら実施し、制度の充実化
を図る。 

【事業の目的及び効果】 
　高齢及び障がいにより家庭から排出するごみを自らごみ集積場所に持ち出すことが
困難 な世帯に対し、個別に収集を行い、高齢者及び障がい者の身体的負担の軽減し、
在宅生活 の支援を行う。 

【事業の内容・実績】　 
　　　　　　　　　　収集件数（年度末時点）　　収集委託料 
　　令和元年度　　　　94件　　　　　　　　　　1,066千円 
　　令和２年度　　　 134件　　　　　　　　　　1,613千円 
　　令和３年度　　　 166件                    2,090千円（見込） 

　※収集件数増加に伴い、令和元年度より収集委託料を予算化。 
　　収集１回につき100円／回（税抜）

款 衛生費

項 清掃費

目 塵芥処理費

前年度当初予算額 2,272 

本年度要求額 3,402 

総務部長段階査定額 2,924 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 ごみ収集委託費 ページ 229 所　　属　　名

環０１２ 項　　目　　名 ふれあい収集事業費 新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 779,054 諸収入 10,200 

計 1,035,159 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 256,105 0 

市長段階査定額 1,035,159 0 

0 

区　　分 本年度予算額 245,905 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 
 【１１次総の施策体系】3201 
【事業の経過及び背景】
 　本事業は、市内約4,300か所のごみステーションから各ごみ処理施設まで、家庭ごみ
の収集運搬業務を委託しているものである。
　令和４年４月１日から県東部１市４町の可燃ごみは、鳥取県東部広域行政管理組合
が管理運営する可燃物処理施設「リンピアいなば」で受入・焼却処理されることとな
るが、切れ間なく、当該処理施設に継続的に収集運搬できるよう体制を整える。

【事業の目的及び効果】 
　家庭から排出される可燃ごみ、資源ごみ、小型破砕ごみ、大型ごみ、食品トレイ、
プラス チックごみ、ペットボトル、古紙、乾電池等を適正に収集運搬し、分別意識の
高揚とリサイクルの推進を図る。 

【事業の内容・実績】 
　ごみ収集量（単位：t） 
　　　　　　　　　　令和元年度　 令和２年度　 令和３年度（見込） 
　　可燃ごみ　　　　　 25,878　  　 25,830　　 　26,041 
　　資源ごみ　　　　　　1,351　　　　1,388　　　　1,344 
　　小型破砕ごみ　　　  1,447　　　　1,579　　　　1,524 
　　大型ごみ　　　　　　　298　　　　　350　　　　　396
　　食品トレイ　　　　  　 26　 　　　　27　　　　 　24
　　プラスチックごみ　  2,469　　　　2,598　　　　2,584 
　　ペットボトル　　　  　347　　　　　359　　　　　392 
　　古紙　　　　　　　  　639　　　　　657　　　　　617 
　　乾電池等　　　　　　 　60　　 　　　65　　　　　 68

　　令和元年度　　　　885,717千円 
　　令和２年度　　　　921,240千円 
　　令和３年度　　　　982,098千円（見込）

　※その他財源の手数料は、家庭系ごみ処理手数料及び大型ごみ処理手数料
　※その他財源の諸収入は、古紙類収集事業収入

款 衛生費

項 清掃費

目 塵芥処理費

前年度当初予算額 982,110 

本年度要求額 1,049,685 

総務部長段階査定額 1,035,159 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 ごみ収集委託費 ページ 229 所　　属　　名

環０１３ 項　　目　　名 ごみ収集委託費 新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,908 諸収入 0 

計 4,908 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 4,908 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 
 【１１次総の施策体系】3201 
【事業の経過及び背景】
　本市の家庭ごみ分別区分（９種13分別）に応じて、市民が適切に排出できるよう、
ごみ集積場所の管理を行う町内会等へ回収容器などを支給している。
　また、近年、家庭ごみ収集運搬時や中間処理の際、ごみ収集車両や処理施設等で発
火する火災事故等が発生しているため、事故防止対策に取り組む必要がある。

【事業の目的及び効果】 
　家庭ごみの分別排出や市民が行うごみ集積場所の維持管理に寄与するために、ごみ
集積 場所で使用する資材を支給する。 
　また、火災の原因となる有害ごみ（スプレー缶 やカセットボンベ類、又はリチウム
イオン電池等の充電式電池）を「小型破砕ごみ」から 分別収集するため、別途回収容
器を支給する。これは、市民の有害ごみの認識やごみ収集 員の現場作業性を改善する
ことで、有害ごみの混入を回避し、火災リスクの軽減を図るも のである。 

【事業の内容・実績】 
　○ごみ集積場所で使用する回収容器や看板を設置、または交換する。 
　○カラスなどのごみの散乱被害を防ぐため、集積場所を管理する町内会等に対して
    防鳥 ネットを交付する。 
　○令和４年度から、有害ごみ（「スプレー缶・カセットボンベ」又は「リチウムイ
　　オン 電池等充電式電池」）を分別収集するための回収容器を支給する。 

　・回収容器交付
　　令和元年度　資源・小型破砕ごみ用　計126個　食品トレイ用：71個 
　　令和２年度　資源・小型破砕ごみ用　計132個　食品トレイ用：72個 
　　令和３年度　資源・小型破砕ごみ用　計130個　食品トレイ用：70個（見込） 

　・防鳥ネット交付
　　令和元年度　　276枚 
　　令和２年度　　293枚 
　　令和３年度　　350枚（見込）

款 衛生費

項 清掃費

目 塵芥処理費

前年度当初予算額 5,792 

本年度要求額 4,908 

総務部長段階査定額 4,908 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 収集管理事務費 ページ 229 所　　属　　名

環０１４ 項　　目　　名 ごみ集積場所管理費 新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 78 諸収入 0 

計 1,329,678 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 1,329,678 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 1,329,600 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 

【１１次総の施策体系】3201 （実施計画関連事業）

【事業の経過及び背景】 
　国のごみ処理広域化計画に基づいて県が策定したごみ処理広域化実施計画を踏ま
え、県 東部地区15市町村（当時）は可燃ごみを広域処理するための基本協定を締結し
た。 
　これにより、東部広域行政管理組合は新たにごみ処理施設を建設することとし、河
原町 国英地区において新工場の供用開始（令和４年度稼働予定）を目指している。 

【事業の目的及び効果】 
　県東部地区の可燃ごみの焼却を１つの焼却場に集約することにより、ダイオキシン
類等 の発生リスクを抑え、かつ可燃ごみの広域処理により、ごみ処理にかかるコスト
を削減する。 

【事業の内容・実績】 
　東部広域における事業実施に対する市町負担金を支払う。 
　①プラント建設工事設計・施行管理等 
　②プラント建設工事 
　③その他 
　　用地の借上、地域活性化事業交付金 

　　令和元年度　　　808,931千円 
　　令和２年度　　2,855,657千円 
　　令和３年度　　6,730,224千円（見込）

【当該年度計画】
　新可燃物処理施設の整備事業費を構成市町で負担する。

款 衛生費

項 清掃費

目 塵芥処理費

前年度当初予算額 6,730,224 

本年度要求額 1,329,678 

総務部長段階査定額 1,329,678 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 東部広域行政管理組合負担金（塵芥） ページ 229 所　　属　　名

環０１５ 項　　目　　名 可燃物処理場建設広域負担金 新規
事業

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

分担金 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 221,272 諸収入 0 

計 221,272 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 212,272 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

地方債 0 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-30-8091 

【１１次総の施策体系】3201 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取県東部広域行政管理組合は令和４年４月から可燃物処理施設「リンピアいな
ば」の試 運転を行い、東部１市４町（本市、岩美町、智頭町、若桜町、八頭町）の可
燃ごみを受入 することになった。さらに、令和４年７月から当該施設を本稼働し、１
日最大240トンの可燃 ごみを安全かつ安定的に処理する。 

【事業の目的及び効果】
　本事業は、可燃物処理施設「リンピアいなば」の管理運営を行う鳥取県東部広域行
政管理組合に対し、本市を含む構成市町が同組合負担金条例に定められた負担割合に
応じて、その管理運営費を支払うことにより、公正かつ適正な施設の運転管理を委託
するものである。

【事業の内容】 
　可燃物処理施設「リンピアいなば」の管理運営に要する経費（可燃物処理費）を東
部広 域行政管理組合へ負担金として支払う。 

　○鳥取県東部広域行政管理組合負担金条例第３条関係　別表第１
　　・可燃物処理費　管理運営に要する経費 
　　　負担割合：国調人口割 20％、前々年度の可燃物処理実績による割合80％

款 衛生費

項 清掃費

目 塵芥処理費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 221,272 

総務部長段階査定額 221,272 その他財源の内訳

0 

市民生活部環境局 
廃棄物対策課年度 R4

事業の概要　会計名

予算書項目 東部広域行政管理組合負担金（塵芥） ページ 229 所　　属　　名

環０１６ 項　　目　　名 可燃物処理施設管理運営東部広域負担金 新規
事業

○

221,272


